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Ⅰ 本会議について
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質の高い保育サービスを維持していくため、保育料、延長保育料及び放課後児童クラブ等の適正な受益者

負担の在り方を整理する。

その上で、加速する少子化の抑制に向けて、特に子育て家庭の経済的負担を軽減していく。

これらの検討に当たり、有識者の方に専門的な見地からご意見をいただき、見直し案を取りまとめる。

時 期 内 容

第１回 ４月２７日（月） 福山市の保育サービスに関する現状の共有（概略）

第２回 ５月下旬
福山市の保育サービスに関する現状の共有
（中核市や県内市との比較等）

第３回 ６月下旬 適正な受益者負担と見直し案についての議論

第４回 ７月中旬～下旬 〃

第５回 ７月中旬～８月中旬 〃

１ 概要

２ スケジュール（予定）



Ⅱ 本市の少子化等の状況について
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• 国勢調査における福山市の人口は、2015年（平成27年）がピークとなっている。

• 直近の2020年（令和2年）は460,930人であり、1940年（昭和15年）以来の減少。

• 住民基本台帳における人口は、2012年（平成24年）11月をピークに減少傾向となっており、直近の2026年
（令和8年）3月末では449,999人となっている。

• 国立社会保障・人口問題研究所の将来推計（中位推計）によると、2040年（令和22年）には約41万人まで
減少すると予測されている。

（１）総人口

（抜粋）福山市少子化対策専門家会議資料
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【福山市の将来人口推計グラフ（年齢3区分別） （外国人を含む）】

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和5年推計）
※2020 年（令和2年）までは国勢調査の実績値（年齢３区分人口は年齢不詳を按分した数値）、2025年（令和7年）以降は推計値

１ 人口等の推移
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• 本市の出生数は、2011年（平成23年）まで増加傾向にあったが、その後は減少傾向にある。
• 直近10年間（2014年→2024年）の減少率は35.1％であり、全国の31.6％や広島県の33.7％と比べ

て大きい。

資料：福山市「福山市人口動態」
※合併前の沼隈町（2005年〔平成17年〕合併）と神辺町（2006年〔平成18年〕合併）は加味されていない。
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（３）合計特殊出生率

【合計特殊出生率の推移】

• 本市の合計特殊出生率は、全国・広島県を上回る値を維持して推移しているが、2013年（平成25
年）以降は減少傾向にあり、2024年（令和6年）の値は1.37と、2013年（平成25年）の値（1.73）か
ら大きく減少している。

• 2014年（平成26年）から2024年（令和6年）までの10年間の減少率は19.4％であり、全国の19.0％や
広島県の16.8％より高い。

資料：福山市「福山市人口動態」
※合併前の沼隈町（2005年〔平成17年〕合併）と神辺町（2006年〔平成18年〕合併）は加味されていない。
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（４）年齢別人口（０歳～11歳）
• 本市の0～11歳の年齢別人口は減少傾向であり、特に0～5歳は2015年から約7,000人、6～11歳は約

2,600人減少している。増減率は0～5歳は▲26.9％、6～11歳は▲9.9％となっている。

資料：福山市「住民基本台帳」各年3月末日現在

▲26.9％

▲9.9％
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２ 「希望の子育て５か年プラン」の概要

資料：福山市「希望の子育て５か年プラン」
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Ⅲ 保育料について

• 2015年（平成27年）子ども・子育て支援法の施行により、国が定める水準を限度として、実施主体
である市町村が定めることとされた。

• こども家庭庁「保育政策関係資料集」（令和８年４月）において、私立保育所に係る費用の負担の
考え方として、「財源構成は、概ね保護者が支払う保育料と公費が２：８である」と示されている。
同時に、「各市町村において、地域の実情に応じ上乗せして補助を行い、保育料の国の徴収基準か
ら軽減するなどの独自の施策を実施している」とされている。

事業主拠出金

都道府県

市町村

保
育
料

（
保
護
者
負
担

）

国

2／10 8／10

残りの

1／2

残りの

1／4

残りの

1／4

（0～2歳児相当分の私立保育

所の運営費の11/50

１ 保育料の受益者負担の基本的な考え方

【私立保育所にかかる費用の負担の考え方】

資料：こども家庭庁「保育政策関係資料集」



• 福山市の現行の保育料については、2015年度（平成27年度）から変更していない。
• 現行制度の考え方としては、主に低所得世帯の階層（国基準の第３～５階層）を細分化するとともに、

保育料も高所得世帯と比較して国の基準よりも引き下げるなど、特に低所得世帯の経済的負担に配慮
した制度設計を行っている。

徴収割合

階層

区分
市町村民税額

Ⓐ保育料/円

（標準時間）

階層

区分
市民税額

Ⓑ保育料/円

（標準時間）
Ⓑ／Ⓐ

第１階層 生活保護法による被保護世帯 0 A 生活保護法による被保護世帯 0 -

第２階層 市町村民税非課税世帯 0 B 市町村民税非課税世帯 0 -

C１ 均等割の額のみ 12,200 62.6%

C２ 所得割の額が4,800円未満 13,900 71.3%

C３ 所得割の額が4,800円以上48,600円未満 15,600 80.0%

C４ 48,600円以上56,800円未満 17,600 58.7%

C５ 56,800円以上65,000円未満 19,700 65.7%

C６ 65,000円以上73,000円未満 21,800 72.7%

C７ 73,000円以上81,000円未満 24,000 80.0%

C８ 81,000円以上89,000円未満 26,500 88.3%

C９ 89,000円以上97,000円未満 30,000 100.0%

C１０ 97,000円以上111,400円未満 32,500 73.0%

C１１ 111,400円以上125,800円未満 34,000 76.4%

C１２ 125,800円以上140,200円未満 37,500 84.3%

C１３ 140,200円以上154,600円未満 39,000 87.6%

C１４ 154,600円以上169,000円未満 44,500 100.0%

第６階層 169,000円以上301,000円未満 61,000 C１５ 169,000円以上301,000円未満 57,000 93.4%

第７階層 301,000円以上397,000円未満 80,000 C１６ 301,000円以上397,000円未満 61,200 76.5%

第８階層 397,000円以上 104,000 C１７ 397,000円以上 80,000 76.9%

国基準 市基準

第３階層 　48,600円未満

　48,600円以上97,000円未満

　97,000円以上169,000円未満第５階層

第４階層

19,500

30,000

44,500

（１） 国の基準との比較
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２ 福山市の保育料について



（２）階層区分別の世帯数（第１子が認可保育施設に在籍）

・Ｃ１５階層が２７．２％で最も多い。
・国基準で第５・６階層とされるＣ１０～Ｃ１５階層が約６０％を占めている。

※( )内は、計のうちひとり親と認定される世帯又は世帯員が障がい手帳等を所持しており特例（0円または4,800円）が適用される世帯
※世帯数は2026年（令和８年）3月中

（世帯）

（国）第６階層

（国）第３階層

167人
7.4%

（国）第５階層

766人
34.0%

（国）第４階層

385人
17.1%

階層 市民税の課税状況等 0歳 1歳 2歳 構成割合

A 生活保護法による被保護世帯 1 2 7 10 (-) 0.4%

B 市町村民税非課税世帯 22 98 75 195 (122) 8.7%

C1 均等割の額のみ 3 11 9 23 (3) 1.0%

C2 所得割の額が4,800円未満 3 4 5 12 (1) 0.5%

C3 所得割の額が4,800円以上48,600円未満 32 55 45 132 (32) 5.9%

C4 48,600円以上56,800円未満 5 22 17 44 (6) 2.0%

C5 56,800円以上65,000円未満 12 26 22 60 (4) 2.7%

C6 65,000円以上73,000円未満 13 26 18 57 (6) 2.5%

C7 73,000円以上81,000円未満 8 28 22 58 (3) 2.6%

C8 81,000円以上89,000円未満 13 48 26 87 (-) 3.9%

C9 89,000円以上97,000円未満 22 32 25 79 (-) 3.5%

C10 97,000円以上111,400円未満 41 84 51 176 (-) 7.8%

C11 111,400円以上125,800円未満 36 66 63 165 (-) 7.3%

C12 125,800円以上140,200円未満 37 64 55 156 (-) 6.9%

C13 140,200円以上154,600円未満 35 55 53 143 (-) 6.4%

C14 154,600円以上169,000円未満 28 41 57 126 (-) 5.6%

C15 169,000円以上301,000円未満 148 159 305 612 (-) 27.2%

C16 301,000円以上397,000円未満 7 13 53 73 (-) 3.2%

C17 397,000円以上 12 11 20 43 (-) 1.9%

計

10



2007年に幼稚園、2008年に
特別支援学校幼稚部や放課後
デイなども入所児童としての
子のカウント対象施設に含む

よう変更。
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（３） 本市の保育料制度の変遷

2024年（令和６年）９月 第２子以降の無償化

2015年（平成27年）４月 保育料の見直し
（市民税額による算定、

保育の必要量による保育料の設定など）

2019年（令和元年）10月 ３歳未満児の市民税非課税世帯及び
３歳以上児について無償化

2016年（平成28年）４月 ひとり親世帯等及び多子世帯について負担軽減
年少扶養３人以上の世帯の負担軽減を継続

市独自

2000年（平成12年）以降の主な改正

2004年（平成16年）10月 多子軽減の拡充
（入所児童が２人以上の場合、1人全額、1人半額、その他無償）

市独自

2007年（平成19年）４月 多子軽減の拡充

（入所児童が２人以上の場合、第1子全額、第2子半額、第3子以降無償）

多子軽減の所得制限なし

2004年までは「1人全額、1人
半額、その他1/10」

市独自

子ども子育て支援法施行

2017年（平成29年）４月 ひとり親世帯等の負担軽減
（年収約360万未満相当のひとり親世帯等について、第１子保育料を

非課税世帯並みに軽減）
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• 施設数は10年間（2015→2025）で20施設増加。主に地域型保育事業の新設によるもの。
• 認定こども園への移行により、保育所と幼稚園はそれぞれ約半数になっている。
• 幼稚園を除いた保育施設数（2024年４月1日現在）について、本市は157施設であり、

中核市平均（108施設）よりも多い。

（１） 施設数の推移（幼稚園を含む）

３ 福山市の保育サービスについて

【施設数】
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（２）定員の推移（幼稚園を含む）

資料：福山市こども計画

←実績値 推計値→
【定員数】

• 2022年から減少傾向にあり、2023年から2026年までで約2,000人減少している。
• 減少数の7割は1号認定で、2号・3号認定の定員に大幅な減少はみられない。
• 主な要因として、入所児童の実態に即した定員の見直しが挙げられる。



（３）入所（園）児童数の推移（幼稚園を含む）

資料：福山市こども計画（各年４月１日の実績又は見込み。）

• 入所（園）児童数は、10年間（2015年→2025年）で2,520人減少し、減少率は
▲14.3％となっている。

• 内訳として、１号認定▲36.3%、2号認定▲12.0％、3号認定＋2.6％となっている。
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【入所（園）児童数】
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（４） 保育サービスの強み・弱み

○ 保育施設数（2024年4月1日時点） 157か所（中核市6位（平均 108か所））

○ 定員数（2024年4月1日時点） 15,430人（中核市5位（平均 10,426人））

〇 待機児童数（2025年4月1日時点） ０人（2023年度から3年連続ゼロ）

〇 保育士数（2024年4月1日時点） 2,383人（中核市10位（平均 1,601人））

〇 障がい児保育の実施率（2024年3月末時点） 99.4％（中核市4位（平均 61.0%））

〇 障がい児の受入人数（2024年3月末時点） 631人（中核市5位（平均 268人））

〇 延長保育実施施設数（2024年3月末時点） 145か所（中核市8位（平均 94か所））

〇 育休時の入所制度の充実（育休予約制度、育休中の継続利用）

○ 備後圏域（福山市を含む７市２町で構成する連携中枢都市圏）での広域入所の推進

強 み

弱 み

〇 保育料の上限額が他中核市と比較して高い（2025年4月1日時点） 80,000円（3位）

〇 保育料の国の徴収基準額に対する実際の徴収割合（2024年3月末時点） 83.8％
（中核市1位（平均 61.0％））

※2024年度から始まった第２子以降の保育料無償化前の数字
※最新の第１子の保育料における国の徴収基準額に対する実際の徴収割合や世帯年収別の保育料等についての中核市や

県内市等との比較は今後調査を実施
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(8) 保育所などの受け皿整備や病児・病後児保育
などの保育サービスの充実

(10) 仕事と子育ての両立支援

(9) こどもの遊び場の充実

(7) 医療費助成など子育てにかかる経済的負担の軽減

(11) 妊娠・出産・子育てに関する相談体制の充実

(12) こどもの貧困対策や児童虐待
防止対策など援助を必要とする
こどもや家庭への支援

• 保育サービスについては、重要度・満足度ともに高い“Ｂ”の領域に位置している。また、全６６項目
のうち子育て関係の項目は保育サービスを含めて６項目あるが、その中で最も高い満足度となってお
り、一定の評価を受けている。

• 子育てにかかる経済的負担の軽減については、子育て関係の項目の中で重要度が最も高い。

（重要度が高く、満足度が低い） （重要度、満足度ともに高い）

（重要度が低く、満足度が高い）（重要度、満足度ともに低い）

【行政サービスに対する満足度・重要度】

【満足度】＝｛(満足)×5＋(やや満足)×4＋(どちらでもない)×3

＋(やや不満)×2＋(不満)×1｝÷有効回答数

【重要度】＝｛(重要)×5＋(やや重要)×4＋(どちらでもない)×3

＋(あまり重要でない)×2＋(重要でない)×1｝

÷有効回答数

（１）満足度と重要度

資料：福山市「福山市の新しいまちづくりに関する市民アンケート」（2024年）

４ 保育サービスにおける市民ニーズ
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全体(N＝1,175)

（７）医療費助成など子育てにかかる経
　　　済的負担の軽減

（８）保育所などの受け皿整備や病児・病後児
　　　保育などの保育サービスの充実

（９）こどもの遊びの場の充実

（10）仕事と子育ての両立支援

（11）妊娠・出産・子育てに関する相談
　　　体制の充実

（12）こどもの貧困対策や児童虐待防止対策など援助
　　　を必要とするこどもや家庭への支援

（13）介護サービスの充実

（14）高齢者の健康づくり

（15）認知症対策の推進

（16）高齢者の生きがいづくりや社会参
　　　加の促進

（17）高齢者の外出や買い物などの生活
　　　支援の充実

（18）感染症対策の強化

（19）病院などの整備や保健・医療サー
　　　ビスの充実

（20）障がい福祉サービスの充実

（21）社会的セーフティネットの維持
　　　（国保制度、生活保護制度など）

（22）繊維、木工、機械金属などの地場
　　　産業の振興

（23）企業へのデジタル技術（ＡＩな
　　　ど）の活用促進

（24）鉄鋼業などの基幹産業の振興と新
　　　たな基幹産業の育成・誘致

（25）起業・創業や事業承継支援

（26）小売業・卸売業などの商業活動の
　　　振興

（27）雇用の安定と促進

（28）企業による働き方改革の促進

（29）農林水産業の振興

（30）産業の基盤となる工業団地の整備
　　　や産業用地の確保

（31）渋滞の解消につながる幹線道路の
　　　整備

（32）港湾の整備

子
育
て
・
高
齢
者
支
援
・
福
祉
・
医
療

産
業
・
産
業
イ
ン
フ
ラ

22.9

16.2

11.0

8.3

11.7

6.3

14.6

13.1

6.2

8.3

8.3

18.0

16.7

7.8

6.1

4.9

9.9

4.0

4.0

4.3

6.0

10.5

3.2

7.1

15.3

6.3

62.3

68.4

63.7

76.0

72.8

78.7

71.2

74.6

80.8

78.4

75.0

70.0

68.3

79.1

79.7

76.9

74.1

77.4

78.5

74.3

73.1

69.8

76.2

75.5

60.0

75.5

3.6

3.2

13.7

3.5

2.6

2.7

4.3

2.6

2.5

3.0

6.7

2.3

5.2

2.7

3.4

4.8

2.0

4.6

2.6

7.3

7.3

5.3

5.9

2.1

12.2

3.5

11.2

12.2

11.7

12.3

12.9

12.3

9.9

9.7

10.6

10.3

10.0

9.7

9.9

10.4

10.7

13.5

14.0

14.0

14.9

14.0

13.5

14.5

14.7

15.2

12.5

14.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良くなった どちらともいえない 悪くなった 無回答

（２）改善度

• 保育サービスについて、５年前と比較して良くなったと感じている割合は16.2％と、全項目の平均の
10.8％よりも高い。

• 子育てにかかる経済的負担の軽減については、良くなったと感じている割合は22.9％と保育サービス
よりも高く、全６６項目の中でも３番目に高い状況（１位：中心市街地（福山駅周辺）の活性化
（33.0％）、２位：市の広報やホームページなどによる情報提供の充実（30.6％））

【行政サービスの５年前からの改善度】

資料：福山市「福山市の新しいまちづくりに関する市民アンケート」（2024年）

全項目の平均 10.8 72.2 4.5 12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（３）出産や子育てのしやすさ

• 福山市は出産や子育てをしやすいまちだと思うかについては、「そう思う」（6.8％）と「どちらかと
いえばそう思う」（25.1％）を合わせた『そう思う』は31.9％となっている。一方、「どちらかといえ
ばそう思わない」（9.4％）と「そう思わない」（4.9％）を合わせた『そう思わない』は14.3％となっ
ている。

• 前回調査と比較すると、『そう思う』の割合が2020 年調査よりも減少している。

2024年全体

(N＝1,175)
31.9 14.3

2020年全体

(N＝1,262)
37.6 10.9

そう思う

計

そう思わ

ない　計

6.8

9.9

25.1

27.7

39.4

40.3

9.4

8.0

4.9

2.9

14.3

11.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらともいえない どちらかといえばそう思わない

そう思わない 無回答

【出産や子育てのしやすさ】

資料：福山市「福山市の新しいまちづくりに関する市民アンケート」（2024年）
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• 性別でみると、女性で『そう思う』（35.4％）が男性よりも多くなっている。
• 年代別でみると、子育て世代の中心である30 歳代と40 歳代では、約４割の人が（『そう思う』と回答

している。
• 地区別については、保育施設やネウボラ相談窓口等の配置状況を踏まえて、詳細を分析していく必要が

ある。

調
査
数

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
え

ば
そ
う
思
う

ど
ち
ら
と
も
い
え

な
い

ど
ち
ら
か
と
い
え

ば
そ
う
思
わ
な
い

そ
う
思
わ
な
い

無
回
答

そ
う
思
う
　
計

そ
う
思
わ
な
い

計

1,175 80 295 463 111 58 168
100.0 6.8 25.1 39.4 9.4 4.9 14.3 31.9 14.3

男性 437 24 99 191 41 26 56
100.0 5.5 22.7 43.7 9.4 5.9 12.8 28.2 15.3

女性 503 34 144 186 59 27 53
100.0 6.8 28.6 37.0 11.7 5.4 10.5 35.4 17.1

その他・ 7 - 2 4 - - 1
答えたくない 100.0 - 28.6 57.1 - - 14.3 28.6 0.0
20歳代以下 77 2 14 41 10 8 2

100.0 2.6 18.2 53.2 13.0 10.4 2.6 20.8 23.4
30歳代 132 7 44 48 23 9 1

100.0 5.3 33.3 36.4 17.4 6.8 0.8 38.6 24.2
40歳代 150 15 48 55 13 18 1

100.0 10.0 32.0 36.7 8.7 12.0 0.7 42.0 20.7
50歳代 175 13 48 85 18 6 5

100.0 7.4 27.4 48.6 10.3 3.4 2.9 34.8 13.7
60歳代 223 6 61 108 21 8 19

100.0 2.7 27.4 48.4 9.4 3.6 8.5 30.1 13.0
70歳代 259 19 55 85 21 5 74

100.0 7.3 21.2 32.8 8.1 1.9 28.6 28.5 10.0
80歳以上 149 16 23 38 5 4 63

100.0 10.7 15.4 25.5 3.4 2.7 42.3 26.1 6.1
中央 461 34 131 184 37 25 50

100.0 7.4 28.4 39.9 8.0 5.4 10.8 35.8 13.4
東部 236 15 60 92 19 10 40

100.0 6.4 25.4 39.0 8.1 4.2 16.9 31.8 12.3
西部 90 7 20 35 8 2 18

100.0 7.8 22.2 38.9 8.9 2.2 20.0 30.0 11.1
南部 84 4 20 38 8 2 12

100.0 4.8 23.8 45.2 9.5 2.4 14.3 28.6 11.9
北部 164 10 32 66 24 10 22

100.0 6.1 19.5 40.2 14.6 6.1 13.4 25.6 20.7
北東部 126 10 28 44 15 9 20

100.0 7.9 22.2 34.9 11.9 7.1 15.9 30.1 19.0

上段：件数
下段：％

全体

性
別

年
代
別

地
区
別

【出産や子育てのしやすさの性別、年代別、地区別の状況】

資料：福山市「福山市の新しいまちづくりに関する市民アンケート」（2024年）
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保育所・幼稚園などが充実している

医療環境が充実している

妊婦健診や相談などが充実している

子育ての相談窓口が充実している

子育ての経済的負担が軽減されている

産前・産後のサポートが充実している

子育て支援のネットワークがある

一時的にこどもを預ける場所がある

こどもの教育環境が充実している

こどもの遊び場が充実している

こどもが安心して過ごせる居場所がある※

子育てに関する情報が身近にある

地域での子育て支援が充実している

仕事と家庭の両立支援が進んでいる

ひとり親家庭への支援が充実している

その他

無回答

※2024年調査からの新規項目

49.1

41.1

30.9

22.1

17.3

16.3

12.0

11.2

9.9

9.6

9.1

8.5

7.7

7.7

6.4

1.6

6.4

56.5

47.7

39.2

24.9

19.4

21.7

15.8

13.9

9.9

14.3

13.3

12.2

9.9

9.9

1.7

4.0

0 20 40 60 80

2024年全体(N＝375)

2020年全体(N＝474)（％）

（４）出産や子育てがしやすい理由

• 出産や子育てをしやすいまちだと回答した人に、出産や子育てしやすいと思う理由を尋ねたところ、「保育所・
幼稚園などが充実している」（49.1％）が最も多いが、前回（56.5％）と比べて大きく減少している。

• 「子育ての経済的負担が軽減されている」（17.3％）は、５番目に位置している。

【出産や子育てがしやすい理由】

資料：福山市「福山市の新しいまちづくりに関する市民アンケート」（2024年）
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子育ての経済的負担が重い※1

こどもの遊び場が充実していない

仕事と家庭の両立支援が進んでいない

医療環境が充実していない

保育所・幼稚園などが充実していない

一時的にこどもを預ける場所がない

産前・産後のサポートが充実していない

こどもが安心して過ごせる居場所がない※2

こどもの教育環境が充実していない

地域での子育て支援が充実していない

妊婦健診や相談に不備を感じる※3

子育て支援のネットワークがない

子育ての相談窓口が充実していない

子育てに関する情報が身近にない

ひとり親家庭への支援が充実していない

その他

無回答

※１　2020年調査では「子育ての経済的負担が軽減されていない」

※２　2024年調査からの新規項目

※３　2020年調査では「妊婦検診や相談などが充実していない」

50.9

40.2

37.3

33.7

26.6

26.6

26.0

23.7

21.3

16.6

14.8

14.2

13.6

11.2

9.5

8.3

7.1

39.1

50.7

50.0

36.2

34.8

39.1

23.2

25.4

24.6

10.9

17.4

13.8

15.9

21.0

12.3

6.5

0 20 40 60

2024年全体(N＝169)

2020年全体(N＝138)（％）

（５）出産や子育てがしやすいと思わない理由

• 出産や子育てをしやすいまちではないと回答した人に、出産や子育てがしやすいとは思わない理由を尋
ねたところ、「子育ての経済的負担が重い」（50.9％）が最も多い。また、前回調査と比較すると、ほ
とんどの項目で減少しているものの、「子育ての経済的負担が重い」は大幅に増加している。

• 「保育所・幼稚園などが充実していない」（26.6％）は、５番目に位置している。

【出産や子育てがしやすいと思わない理由】

資料：福山市「福山市の新しいまちづくりに関する市民アンケート」（2024年）
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・人件費 臨時保育士 6,050円／日 ４h／８h対応 ２人配置

6,050円 ＊ ４／８ ＊ ２人 ＊ ２９１日（1998年度保育日数） ＝ 1,760,550円 …①

・間食費 100円 ＊ １２人（日平均利用者数） ＊ ２９１日 ＝ 349,200円 …②

※間食費（おやつ代）1998年度給食費単価 ３歳児未満150円 ３歳以上児50円 平均100円

・年間所要額 ① ＋ ② － 1,100,000円（国庫補助額）＝ 2,109,750円 － 1,100,000円 ＝ 1,009,750円

・月間所要額 1,009,750円 ＊ １／１２月 ≒ 84,200円

・月平均保護者負担額 84,200円 ＊ １／１２人 ≒ 7,100円

・日平均保護者負担額 7,100円 ＊ １／２４日 ≒ 300円 （２４日≒２９１日／年＊１／１２月）

〇１９９８年度（平成１０年度）予算編成時における整理

Ⅳ 延長保育料について

１ 延長保育料の受益者負担の考え方
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〇利用時間

・保育標準時間［11時間］ ７：００～１８：００

・保育短時間 ［ 8 時間］ ８：００～１６：００

〇延長保育時間

・保育標準時間、保育短時間ともに、終了時間から１９時まで

よって、保育標準時間は１時間延長、保育短時間は最長３時間延長

・保育短時間において、早朝（７時から８時まで）利用がある場合は対象

（１）保育所の利用時間及び延長保育時間

【保育標準時間】

７：００

１００円 ２００円１１時間

１９：００１８：００

（上限額 3,200円）

【保育短時間】

１００円 １００円８時間 １００円 ３００円

７：００ ８：００ １６：００ １９：００１８：００１７：００

（上限額 5,300円）

（単位：円）
（２）延長保育料徴収額

減免：生活保護世帯及び市民税非課税世帯

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

減 免 前 7,823,300 8,401,200 7,460,700 7,081,200 7,443,900 6,322,100

減 免 1,437,700 1,403,000 1,011,500 862,300 1,308,600 1,037,700

徴 収 額 6,385,600 6,998,200 6,449,200 6,218,900 6,135,300 5,284,400

２ 延長保育料の設定



24

1991年（平成3年） 1995年（平成7年） 1996年（平成8年）

1997年（平成9年） 1998年（平成10年） 2001年（平成13年）

【福山市時間延長（型）保育事業実施要綱】

【福山市時間延長（型）保育事業実施要綱】

2012年（平成24年） 2015年（平成27年） 2026年（令和8年）

【福山市延長保育事業実施要綱】

【福山市延長保育事業実施要綱】

〇午後6時から1時間の延長保
育を実施

1,700円／月

〇2時間の延長及び夜間保育を
実施
A型特例[1時間] 1,700円／月
A型 [2時間] 3,400円／月
B型 [4時間] 5,000円／月
夜A型 [2時間] 2,300円／月

〇国の補助基準額の変更に伴
い改正
A型特例[1時間] 2,800円／月
A型 [2時間] 4,200円／月
夜A型 [2時間] 3,000円／月

〇国の補助基準額の変更に伴
い改正
A型特例[1時間] 3,200円／月
A型 [2時間] 4,800円／月
夜A型 [2時間] 3,400円／月

〇11時間の開所時間を超えて概ね1時間の延長を実施

300円／日
3,200円／月

〇30分単位の利用料を設定

18時～18時30分 100円／日
18時30分～ 300円／日
上限額 3,200円／月

【福山市子ども・子育て支援法施行条例等施行規則】

〇標準（1歳未満）及び保育短時間認定等を追加

・1歳未満 ・1歳以上 ・保育短時間

18時～18時半 0円 18時～18時半 100円 7時～7時半 100円
18時半～19時 300円 18時半～19時 300円 16時半～17時 100円

17時～18時 100円
18時～19時 300円

３ 延長保育料の変遷

24
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（１）利用者数

４ 利用状況

利用児童数 利用者数 総児童数 継続利用者数 1～3回利用者数 上限額利用者数

延べ利用児童数 （1日当たり） 利用者割合 対利用者数割合 対利用者数割合 対利用者数割合

873人 4,024人 1人 479人 39人

4,679人 21.6% 0.1% 55.1% 4.3%

854人 3,841人 3人 454人 43人

4,764人 22.2% 0.3% 53.3% 5.0%

803人 3,643人 1人 425人 39人

4,290人 22.0% 0.1% 52.9% 4.9%

791人 3,669人 2人 456人 38人

3,884人 21.5% 0.2% 57.7% 4.8%

795人 3,604人 1人 446人 31人

3,985人 22.1% 0.1% 56.2% 3.9%

707人 3,423人 1人 396人 28人

3,463人 20.6% 0.1% 56.1% 4.0%
２０２５年度

5.0回 161人

4.9回 140人

２０２４年度

4.9回

平均利用回数

157人２０２３年度

２０２０年度 5.4回 189人

２０２１年度 5.6回 192人

２０２２年度 5.3回 173人

●利用者は総児童数の約２０％

●1か月の平均利用回数は約５回

●月１～３回の利用者が全体の５０％超

●上限利用者は、約４～５％

●毎日利用する継続利用者は、ほとんどいない

（月平均）

（人） （人）



Ⅴ 放課後児童クラブについて

１ 利用料の受益者負担の基本的な考え方

国が示す基本的な考え方は、
「受益者（保護者）負担」 と「公費（国：1/3 県：1/3 市：1/3）」を
1/2程度とすることが示されている。

１／２ １／２

利用料

（保護者負担）

市町村

都道府県

国

１／３

１／３

１／３

26

資料：こども家庭庁「令和8年度予算案の概要（事業別の資料集）」
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２ 福山市の利用料について

本市の状況（2024年度）

放課後児童クラブ
事業決算額 1,210,268千円
公費負担額 1,014,377千円（83.8%）
利用者負担額 195,891千円（16.2%）

→利用者負担額は、「15～18％前後」で推移

（１）国の基準との比較

（千円）

158,983 150,829 173,078 185,878 195,891 

274,728 
245,564 

258,305 
285,305 302,365 

247,540 
248,168 

264,266 

286,582 
302,156 

242,954 309,569 
270,967 

292,385 

409,856 

17.2%
15.8%

17.9% 17.7%
16.2%

0.0%
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30.0%
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100.0%
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200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

放課後児童クラブ事業決算額及び保護者負担割合

利用者負担額 国負担額 県負担額 市負担額 利用者負担割合
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（２）本市の利用料制度の変遷

1966年 「留守児童家庭会」開設
利用料無償からのスタート

1972年 「校庭開放教室」に名称変更

1998年 「放課後児童クラブ」に名称
変更

利用料3,000円を導入

現在の利用料

（令和7年 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況より こども家庭庁調査）

導入当時の利用料3,000円の根拠

1996年度の補助金実績額から児童1人の負担月額を算定

（補助基準額） （クラブ数）（定員）
64,090千円 ÷ 44 ÷ 40人 ÷ 12月 ＝ 3,034円

→ 3,000円

2026年 現在の利用料は次のとおり

利
用
料

1人目 月額 3,000円

2人目以降 月額 1,500円

非課税世帯
生活保護受給者

月額 0円

運営費 月額
1,500～2,000円
（クラブ毎）

1人あたり計 月額 4,500～5,000円

※別途、障害保険料として年額500円必要
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３ 福山市の放課後児童クラブのサービスについて

（１）施設数の推移 （２）定員数と利用児童数の推移

本市の放課後児童クラブは公設公営、公設民営、
民設民営の72クラブ150教室で運営している。定
員はおおむね40人としているが、現在、要件を満
たせば全員入所を基本に受け入れをしている。

2023年以降、利用人数は増加傾向にあり、ま
た、子育て世帯在住の地域差により、一部の教
室において大幅に定員を超えている状況がある。

5,500

5,700

5,900

6,100

6,300

6,500

6,700

6,900

22,500

23,000

23,500

24,000

24,500

25,000

25,500

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

放課後児童クラブ利用人数の推移

小学校児童数 放課後児童クラブ利用者数

年度 小学校児童数 クラブ利用児童数 利用率

2019年度 25,163人 5,527人 22.0％

2020年度 25,086人 6,192人 24.7％

2021年度 24,795人 6,222人 25.1％

2022年度 24,482人 6,087人 24.9％

2023年度 23,883人 6,209人 26.0％

2024年度 23,296人 6,606人 28.4％

2025年度 22,810人 6,850人 30.0％

（人） （人）

（年度）
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1966 1976 1986 1996 2006 2016 2026

クラブ数の推移

待機児童数

要件を満たせば全員入所を基本に受け入れをして

いるため、待機児童数は・・・０人
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（３）放課後児童クラブのサービスの強み・弱み

〇 全小学校区に放課後児童クラブを開設

〇 放課後児童クラブの待機児童０人

〇 市立小学校児童1千人当たりの放課後児童クラブ設置数 6.41（18位、中核市平均5.07）

〇 利用料の安さ（3位、中核市平均6,735円）

〇 閉所時間が早い施設もあり、保護者のニーズに応えきれない場合がある

〇 放課後児童クラブ支援員・補助員の人手不足や離職率が課題であり、質の維持が困難

強 み

弱 み
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Ⅵ 第２回会議に向けた整理事項について

【第２回会議に向けた主な整理事項】

○保育料

・世帯収入ごとの保育料月額の他都市比較

・保育料の国の徴収基準額に対する実際の徴収割合の他都市比較

・保育所運営に係る所要額と保育料収入額（利用者負担額）の推移 など

○延長保育料

・延長保育料に係る時間設定及び利用料金の他都市比較 など

○放課後児童クラブ利用料

・放課後児童クラブの運営形態、利用料金の他都市比較

・放課後児童クラブの受益者（保護者）負担割合の他都市比較 など

• 第２回会議に向け、保育料等の過去からの変遷を整理するとともに、中核市や県内市町など他都市の最
新状況を把握し、比較分析を行う。

• 本市の保育所・放課後児童クラブ運営に係る所要額と利用者負担額の推移を把握する。


